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研究成果の概要（和文）：急速に変化するアジア、とりわけ相当の経済発展を遂げてきた東アジア（狭義の東ア
ジアに東南アジアも含める）を地誌学としてどのように描写し解釈するのかは、斯学に突きつけられた一つの大
きな課題ではないだろうか。本研究は、東アジアの経済発展モデルやグローバル都市をめぐる議論を参照しなが
ら、そこに経済面のみならず政治・社会面の要素を加えて、東アジアの動態的な地誌を記述した。詳細なフィー
ルド調査を行い、対象地域の土地市場、労働市場、地域コミュニティなどに注目した。

研究成果の概要（英文）：It is one of the significant academic subjects for regional geography how to
 depict rapidly changing Asia, especially East Asia, including Southeast Asia, which has achieved 
considerable economic development. This research, referring to some discussions on the economic 
development models of East Asia and the features of global cities, has described the dynamic 
regional geography of East Asia. It focuses upon not only economic but also political and social 
factors, while it pays special attention to land market, labour market, and local community. 
Detailed field surveys were conducted in the target areas. 

研究分野： 人文地理学　アジア地域研究

キーワード： 東アジア　中国　グローバル都市地域　地誌学　経済発展　地域構造
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 東アジアの経済発展は、伝統的な農業から
外国投資を契機とした労働集約的な工業化
へ、さらに資本集約的な工業化へという経路
を、各国（地域）が先行国をキャッチアップ
するように次々とたどる、というモデルで説
明されてきた。しかし、最近ではこのような
東アジアの経済発展が転回し始めている。こ
れまでの発展モデルを政治体制面で支えて
いた「開発独裁」が終焉しつつあり、「中所
得国の罠」と言われるようにそれまでの工業
化を超えて産業を高度化することの困難が
そこにはある。次の段階の新しいモデルが模
索されているけれども、未だ明快な説明はな
されていない。 
 他方、経済のグローバル化が進展する中で、
それを主導するニューヨーク、ロンドン、東
京という「グローバル・シティ」や「グロー
バル都市地域」の議論が高まり、さらに急成
長するアジアのグローバル都市への関心が
集まった。グローバル化を新自由主義的な潮
流と見て、批判的な検討も進められるように
なった。経済のグローバル化と同時に、政治
的・社会的な自由を享受しようとする市民の
形成を無視することができない。 

このような問題意識から、東アジアの大都
市圏を研究対象とし、詳細な現地調査を行い、
グローバル都市の議論を政治面や社会面に
まで拡張して考察を進め、東アジアの動態的
な地誌を記述することを着想した。 
 

２．研究の目的 

現代東アジアの動態的な地誌を描写する
ことが本研究の目的である。 
 
(1) 大都市圏の土地市場の実態を明らかに
する 

地域の固有性を検討するための切り口とし
て、土地に注目をする。土地は生産と生活に
不可欠な要素であり、グローバリゼーション
の影響を直接に受ける一方で、国家の政治体
制や経済制度によって定義付けられ、地域社
会の慣習によっても実際の運用が左右されて
いる。そのような土地の利用状況から権利関
係までを分析対象とすることによって、それ
ぞれの大都市圏の地域性を浮かび上がらせる。 
 
(2) 大都市圏の労働市場の実態を明らかに
する 
 経済発展モデルにおいても、グローバル都
市論においても、どのような労働市場が形成
され、分断され、利用されてきたかが、枢要
な論点の一つであった。異なる政治・社会体
制を有する 3つの都市において、それぞれの
労働市場を構造的に明らかにする。 
(3) 大都市圏の地域コミュニティの実態を
明らかにする 
 土地市場や労働市場の実態を踏まえつつ、
地域コミュニティの政治・社会的状況にどの
ような変化が生起しているのかを解明する。

一方で、大都市圏の年齢、民族、学歴、所得
等からみた空間構造を検討し、他方で、複数
の地区において具体的な事例を検証してい
く。 
 

３．研究の方法 

関連する先行研究を幅広く検討し、統計デ
ータや行政文書の収集と分析を行う。大学や
研究所などの諸機関において研究者と意見
交換を行い、フィールド調査に関する協力を
得られるようにする。フィールド調査におい
ては、行政の担当者や企業の関係者、さらに
は地域住民などに対して聞き取り調査を実
行する。特に、土地市場、労働市場や地域コ
ミュニティの実態把握に努め、それらの分断
や格差の状況や経年的な変化に注意する。 

現地での調査を終えて帰国してからは、そ
の成果を分析・考察し、関連学会において発
表し、論文を執筆し、書籍として刊行する。
関連する国際学会への参加・発表も行う。そ
の他に、多様な地域貢献の機会を利用して研
究成果を社会に還元してゆくことも心がけ
る。 
 
４．研究成果 
(1) 香港 

香港の都市問題に関しては、特に土地や住
宅の供給に関する議論が活発になっている。
香港の土地市場は市街地の土地使用権を独
占する特別行政区政府と郊外を含めて大規
模に開発を展開する少数の大手不動産企業
が主導しており、供給をコントロールする一
方での旺盛な需要によって維持されている。
この状況から招来される都市問題について
の考察を鋭意進めているところである。中国
全般の土地の問題についても、都市開発をめ
ぐる土地所有関係について検討すべきこと
が多いと、文献調査を経て改めて確信するに
いたった。 

香港中文大学の中国研究大学サービスセ
ンターを拠点にして、資料の収集や分析など
を行った。その他、香港大学、香港城市大学、
香港中央図書館や、市内の商務印書館、三聯
書店、誠品書店などへも足を運び、地誌的な
資料や統計データなどを渉猟し、学術書をは
じめ必要な文献を購入した。 
 バプティスト大学地理学科の楊春教授を
訪問して、香港のみならず中国の都市地理や
経済地理の研究動向に関して意見交換をす
ることができた。また、広州から来港した広
東省都市計画局の専門家である李永潔氏の
講義を聴講し、中国の都市と土地の問題につ
いて意見交換をし、香港の注目すべき地区を
ともに巡検する機会も得た。その他にも、
様々な分野の研究者と会うことは、自分の研
究活動を相対化する上でとても有意義であ
った。香港特別行政区住宅委員会の展覧セン
ターを訪問し、香港の都市形成の重要な要素
である住宅開発の歴史と現在について理解
を深めることができた。JETRO 香港を訪問し，



香港経済を中心に華南の事情について広く
質疑応答を行うこともできた．  
 『世界地名大事典』（朝倉書店）の中で、
香港やマカオについての全項目を担当執筆
することを通じて、地誌的な記述を実践する
こととなった。さらに香港という都市空間の
解釈を学術論文としてまとめようとしてい
る。 
 
(2) 広州、江門、深圳 

広東省珠江デルタ地域の大都市群につい
ては、科学研究費による共同研究「中国華南
の地域構造の再編に関する地理学的調査研
究」（研究分担者）と密接に関連している。 

中国の都市は、グローバル化の文脈の中で
その空間構造を大きく変えつつある。労働市
場においては、下層の労働力も上層の人材も
取り込む必要がある。他方、すぐれて中国的
な文脈から説明される集団所有組織としての
「城中村」（Urban village）が、都市空間構
造の変化の中で自らの機能を柔軟に変化させ
ながら、重要な役割を果たしている。多くの
城中村は、下層の労働力を供給する基地とし
て機能を果たしてきたが、例えば広州市の猟
徳村のような新都心の珠江新城の一部を構成
する城中村は、上層の人材を供給する基地に
なっている。都心の近隣に非市場原理の空間
が存在することによって、それが可能になっ
ている。変化する都市の労働力需給の調節弁
になっているとも言えよう。また、この異質
の空間が都市の創造性の源泉たる多様性を担
保していることも注目される。このような城
中村は珠江デルタ地域に数多く観察され、北
京や上海には少ない。 
 江門市に関しては、外資導入による急速な
工業化を遂げた東岸とは異なる地域性を有
する珠江デルタ西岸地域と位置付け、その上
でやはり城中村に焦点を当て、市街地中央部
の里村と郊外の開発地区に隣接する石頭村
の事例を比較検討した。深圳市でも、複数の
城中村を研究対象とし、村の経済組織や村民
らなどに聞き取り調査を行い、景観を観察し、
資料を収集した。文化遺産保護と旧市街地の
都市再開発とのバランスをとる湖貝村、深圳
の都心軸にありながら新たな村の空間を形
成する皇崗村、不動産開発業者との合弁によ
る全面的な都市開発で村集団所有の土地を
完全に手放した大衝村、自然村ながら油絵模
写の産業化によって有名になった大芬村、村
の集団所有地を維持しつつ収用された土地
の不動産開発にも関与する労働村などを調
査した。国有地と集団所有地のはざまに存続
する多種多様な城中村が、中国の都市形成の
あり方を特徴づけている。 
 これらの研究成果については、横浜市立大
学論叢などに掲載すると同時に、共同研究報
告書としても公刊すべく編集を進めている。 
 
(3) 成都 
 中国科学院山地災害・環境研究所では、数

十人の研究者と大学院生を前にして講演を
した。近年の日本における人文地理学の動向
については、活発な質疑応答からも聴衆の関
心の高さを実感した。私自身が中国をフィー
ルドにして取り組んでいるグローバル化と
都市空間構造の関係性に関する研究の内容
についても、大いに興味を持ってもらうこと
ができた。当該研究所の方一平研究員（教授）
ほかの研究者たちと意見交換をする機会も
得た。成都のグローバル化の一局面としての
研究開発機能の立地をどのように分析し議
論したらよいのかなどを話題とし、急速に展
開する都市開発の諸状況をよく観察するこ
ともできた。約 20 年前にこの成都において
都市空間構造に関する論文を執筆しており、
その当時との比較から論じられることが多
いとも感じている。 
 成都市や周辺の四川省の諸都市について
は、『世界地名大事典』（朝倉書店）の中で多
くの項目を担当して執筆した。 
 
(4) 武漢、長沙 

中国中央部を代表する大都市である湖北
省の省都武漢市と湖南省の省都長沙市とそ
の周辺において、グローバル都市地域に関す
る現地調査活動を行った。都市の中心部にお
ける産業集積や郊外における住宅開発など
を巡検し、関連する諸資料を収集した。 
 いくつかの訪問先の中で特に印象的だっ
た一つは、武漢市の都市規劃展示館である。
都市形成の歴史的な資料が豊富に示され、都
市の今を説明するにあたってはプロジェク
トごとに、また地区ごとに多くのスペースが
割かれており、歴史に対する誇りと、現在お
よび未来に対する楽観が、強く感じられた。
中国の第一線の例えば上海のような沿海都
市や、第三線の例えば成都のような内陸都市
と比較して、武漢のような第二線の都市をど
う位置付ければよいのか、今後検討しなけれ
ばならない。 
 また、数多くの広い湖沼とそれらを結ぶ河
川が縦横に走る武漢市において、それらの水
域を、都市的土地利用の障碍ととらえるので
はなく、むしろ都市の新しい発展に活用して
いこうとする試みも興味深かった。大学が多
く立地し、オフィスビルの集積からもほど近
い武昌区の漢街地区では、近年の急速な成長
が知られる不動産開発業の万達グループが
主導して、中国的なあるいは湖北的な文化を
前面に押し出した商業地区の開発が、運河の
美観と合わせて展開されていた。経済的な側
面のみならず、文化的な側面を都市形成の議
論にどのように組み込んでいくべきか、これ
も検討すべき課題である。 

武漢市や長沙市を含む湖北省・湖南省の諸
都市については、『世界地名大事典』（朝倉書
店）の中で多くの項目を担当して執筆した。 
 
(5) ラサ 
 ラサを含むチベット地域について論じ、現



地に赴いて実情を観察する機会にも恵まれ
た。 

統計からは、ラサの急速な都市化がうかが
われる。不完全なデータではあるが、ラサ市
の市街地面積は 1985 年の 32km2、2008 年の
59km2から、2014 年には 91km2になった（中国
城市地図集、中国城市統計年鑑 2009、中国城
市建設統計年鑑 2015）。ラサ市区部の人口は、
2000 年の 22.3 万人から、2010 年には 27.9
万人になった（2000 年および 2010 年人口セ
ンサスの資料）。民族別に見るとチベット族
の比重が低下する一方で漢族の比重が上昇
しており（市区部におけるチベット族は 2010
年で 58.7%、漢族は 38.6%）、2006 年の青蔵鉄
道開通の頃から漢民族が一段と流入するよ
うになったという言説を裏付けている。また、
漢民族の年齢構成は 20代から 40代に集中し
ている。 

ラサの都市化が進行することは、現代中国
の文脈においてもはや必然であり、それによ
ってラサに住むチベットの人々の生活が向
上しているのであれば、そのこと自体は正当
に評価すべきであろう。しかしながら、共産
党が信じるところの「美しいチベット」の建
設を性急に進めてしまうために、かえってチ
ベット人の反感を招き、民族の団結や融和か
らは遠ざかっているのではないか、という懸
念を拭い去ることもできなかった。例えば、
その開発の過程でチベット人の主体的な参
加が少なかったり、結果として漢族の存在感
が一方的に増してしまったり、民族間で社会
的・経済的に構造的な上下関係が生じていた
り、開発の内容がチベット人の生業や生活、
そして宗教的な価値観と相容れなかったり
してしまっていないだろか。また、チベット
の人々にも多様性があることにも留意すべ
きであろう。共産党の路線に賛同し協力する
ことによって直接的に経済的な利益を獲得
する人々もあれば、間接的に都市化の恩恵を
享受する人々もいるだろう。逆に、不利益を
被っている人々がいないかどうか、想像力を
たくましくすることを怠ってはならない。 

ラサ市の都市開発については報告書に一
文を寄稿している。 
 
(6) ウラジオストク 

北東アジアと位置付けることができるハ
バロフスクやウラジオストクを含むロシア
極東地域に関して、考察する機会を得た。 

2000 年代に進行した原油価格の高騰によ
り連邦財政は潤沢となり、プーチンの戦略に
従った極東地域開発が本格化した。政府と関
係の深いエネルギー関連の国営企業もこの
地域へ莫大な資金を供給した。2012 年 9月に
はアジア太平洋経済協力（APEC）首脳会議（サ
ミット）がウラジオストクで開催され、それ
を契機として、ウラジオストクの開発に巨費
が投じられることになった。ウラジオストク
国際空港の改修や高速道路の建設が進めら
れ、市内ではウラジオストク中心部の金角湾

を跨ぐ黄金橋や長さ 3100mの世界最長の斜張
橋であるルースキー橋がいずれも 2012 年に
開通した。首脳会議の会場となったルースキ
ー島へは、ウラジオストクの諸大学を統合し
た極東連邦大学が移転して、イノベーション
の拠点となることが期待されている。2012 年
5 月に極東開発省が設置され、2013 年 3 月に
は国家プログラム「極東バイカル地域の社会
経済発展」が採択された。 

しかしながら、インフラなどの大型プロジ
ェクトへ政府投資を供給し続けることによ
る発展という手法は、ソ連時代の辺境開発政
策に通じるものであり、東西冷戦期のような
安全保障上の意義を主張し難い時に、もはや
合理性を失いつつある。極東の市場の小ささ
を考えれば、地域内における輸入代替という
政策はありえず、輸送コストの大きさを考え
ればロシアの国内市場に向けた生産に特化
することも考えにくい。それよりはこの地域
を対外的に開放して外国投資を誘致し、資源
輸出で稼いだ資金ができるだけ域内で循環
するようにして、極東地域の自立した発展の
道を模索する必要がある。ロシアを取り巻く
国際情勢が流動化する中で、ウラジオストク
そしてロシア極東地域の新しい試みが軌道
に乗るかどうかは予断を許さない。 
 ロシア極東地域に関しては、『世界地誌シ
リーズ ロシア』（朝倉書店）の中で論述し
た。 
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